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平成 26 年８月 27 日 

各 位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 湯瀬 昭宏 

 （コード：3731、東証マザーズ） 

問合せ先 人事法務部 法務広報課 

（TEL：022-722-0333） 

 

 

「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂に関するお知らせ「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂に関するお知らせ「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂に関するお知らせ「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂に関するお知らせ    

 

 

当社は、平成 26 年８月 27 日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」

を一部改訂することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。

なお、変更箇所には      を引いております。 

 

記 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 

(1)コンプライアンス委員会を取締役会の下に設置し、管理本部長を推進室長とする。コンプラ

イアンス委員会は、コンプライアンス重視の経営に向けて、法令、定款、社内規程及び業務

マニュアル等の周知徹底のために、定期的な勉強会の開催等の継続的な啓発活動を行う。 

(2)内部監査室を取締役会の下に設置し、専任者を置く。内部監査担当者は、内部監査規程に基

づき、取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款及び社内規程等に適合しているかを監査

し、取締役会に定期的に報告する。また、監査役・会計監査人と適宜情報を交換し、連係を

図る。 

(3)市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、毅然と

した態度で対応する。これを企業行動憲章において全社員に徹底し、社内規程・業務マニュ

アル等を整備する。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 

(1) 取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及び関連規程に基づき、適切に保

存し管理する。 

 

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

 

(1) コンプライアンス推進室長をリスク管理体制の推進・整備の責任者とする。コンプライアン

ス推進室長は、リスク管理のための社内規程・マニュアル等の周知徹底に努めるとともに、

リスク関連情報の収集・把握にも努め、定期的に開催される経営会議に報告する。 
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(2) リスクの評価・対応は、取締役及び各部門の責任者が出席する経営会議において行う。この

経営会議の決定に従い、コンプライアンス推進室長は、社内規程・マニュアル等の整備を行

うとともに、その運用状況につきモニタリングを行い、定期的に経営会議に報告する。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

(1) 取締役及び各部門の責任者が出席する経営会議において、職務執行に資する情報の共有を行

う。 

(2) 業務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程により、取締役の権限及び責任を明確にする。 

 

５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

(1)子会社にも当社と同様の内部規程を設け、当社内部監査室がその遵守体制を監査し、各部署

に報告する。なお、子会社に定めの無い規程は当社の内部規程を準用する。 

(2)グループ会社については、関係会社管理規程に基づき、適切に管理する。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項並びに使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 

(1) 監査役室を新設し、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監

査役室に専属の監査役スタッフを置く。監査役スタッフの人員については、監査役と管理本

部長が協議するものとする。 

(2) 監査役スタッフの異動・評価等については、常勤監査役の同意を要するものとする。 

 

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、

その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

(1) 監査役は、取締役会、経営会議、その他の重要な会議に出席し、また、重要な決裁書類及び

関係資料を閲覧することができる。 

(2) 取締役及び従業員は、法令、定款又は社内規程に違反する事実を知ったときは、速やかに監

査役に報告するものとする。 

(3) 監査役は、会計監査人より定期的に（3 ヶ月に１回）報告を受ける。また、内部監査担当部

署に対して、内部監査の計画及び結果の報告を求めることができ、かつ、必要に応じて内部

監査を行わせることができるものとする。 

 

以上           


